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（  続紙  １）  
京都大学  博士（教育学）  氏名   松下 佳弘  
論文題目  
戦後の在日朝鮮人教育行政の展開（1945～55 年）  
－在日朝鮮人と地方自治体の関係－  
（論文内容の要旨）  
本論文は、1945 年から 55 年までの時期を対象として、在日朝鮮人教育を規定して
きた行政の展開過程とその特徴を、占領軍、日本政府、地方自治体、朝鮮人団体など
様々な主体の認識や交渉過程に即して解明したものである。   
本論文は 2 部構成であり、第Ⅰ部「対朝鮮人学校措置の成立・展開」では 1945 年か
ら 1949 年までの法的枠組みの成立過程と行政措置の執行過程を追い、第Ⅱ部「公立学



























 第Ⅱ部では、1949 年 11 月以降、朝鮮人の公立学校受け入れに苦慮した地方自治体
が、朝鮮人団体との交渉により、朝鮮人のみで構成される学校・分校・分級を開設し、
公立学校の中で朝鮮人教育がかろうじて担保された過程を次のように解明している。  
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（続紙  ２）                            
（論文審査の結果の要旨）  
 




















論証している。1949 年 10 月の朝鮮学校閉鎖措置が暴力的な性格をそなえていたこと
はこれまでにも指摘されたが、「地方行政」の手続きに内在しながらその問題性を指摘
したところに本研究の新しさがある。  
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